
-平成28年度事務事業実績評価表 政策№ 3 施策№ 37 事業№ 11 47

事務事業名 子ども発達総合支援事業
会計 一般会計 実施区分 継続

事業種別 政策 開始 23 終了
H29作成課等名 子育て支援課 H29係等名 こども家庭応援センター H28担当課等名 子育て支援課

基本計画上
の位置づけ

政策 3 健やかに安心して暮らせるまちづくり

施策 37 子どもを産み育てやすい環境の充実

目
的

対象（誰・何を） 18歳以下の児童
対
象
指
標

指標名及び単位 28年度数値

18歳以下人口（各年4/1,住基+外
登）

17997

意図（どういう状態
にするか）

発達が心配な子どもの支援を行なう

向上させたい上位施
策の成果指標

子どもを育てやすい社会環境であると感じている対象者
の割合

目
標

種別 指標名及び単位 27年度計画 27年度実績 28年度計画 28年度実績 備考（指標変更など）

成果
指標

幼稚園・保育所での発達に関する相談件数 450 350 350 280

成果
指標

幼稚園・保育所での個別指導計画作成件数 70 98 90 138

定性
目標

事
業
概
要

１　地域健康ケア計画重点プロジェクト事業
（１）保育所・認定こども園における「個別の指導計画」の作成を推進し、子どもの発達課題について早期支援を拡充していく。支援を必
要とする子ども一人ひとりに合った個別の支援が市内全保育所・認定こども園において実施されることを目指す。
ア　発達に心配のある子どもの理解については「幼保小連携に関わる実践研究」の継続や、就学前後の連絡会を通して、保育所・認定
こども園と小学校とが共通の認識を持って引き継いでいく。
（２）親子の発達の理解を促し、保育所・認定こども園と保護者が協働して発達支援に取り組めるよう、保育実践の向上および人材育成
を図る。
ア　保育環境の設定や具体的な支援については、各園における「個別の指導計画」作成の取り組みのサポートをする。

事業内容 名称 活動指標

28
年
度
事
業
内
容

１　「ＣＬＭと個別の指導計画」作成に関する研修の実施
２　幼保小連携実践研究の実施
３　「個別の指導計画」作成
４　発達支援に関する研修会の実施
５　保育所・幼稚園への巡回訪問相談

１　実施回数
２　実施園数、学校数
３　実施園数
４　参加者数
５　実施園数

１　５回
２　２園２校
３　24園
４　310人
５　42園

事業コスト 27年度決算額 28年度予算額 28年度決算額 29年度繰越額 特定財源内訳、補足

事業費計（千円）① 7,227 9,735 7,960 0 （国）巡回支援専門員整備事業補助金（１／２）
2,102千円
（県）地域生活支援事業補助金（１／４）　1,051
千円

国庫支出金 2,489 3,759 2,102

県支出金 1,244 1,879 1,051

起債

その他

一般財源 3,494 4,097 4,807

人件費計（千円）② 1,073 0 1,073 0

正規職員所要時間 300 300

臨時職員所要時間

総事業費①+② 8,300 9,735 9,033 0

事業内容・目
標達成状況
の振り返り

・発達支援を専門とする講師の指導による「個別の指導計画」の作成研修を通して、幼保小間との連携により取り組み目標を
達成できた。また、市内保育所・幼稚園では「個別の指導計画」の作成実施について取り組みを進めた。

改革改善
の考え方

①問題
点

・部局を超えた庁内の連絡調整や小学校との連携、また乳幼児期から学齢期の途切れない発達支援について情報の
共有化や課題整理が必要。
・発達支援のしくみ作りに向けて検討・調整の在り方

②改革
提案

・関係機関が密接に連絡調整を図ることで支援体制の充実と効果的な実施に努めていく。


